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当社子会社であるイー・モバイル株式会社の借入債務のリファイナンスに関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の100％子会社であるイー・モバイル株式会社（以下「イー・

モバイル」）が事業資金を確保するために調達した既存の借入契約に基づく借入金1,650億円（本日現在の借

入残高1,787億 5,000万円から平成23年３月31日付のタームローン約定弁済分を除いた額）のリファイナン

ス（以下「本リファイナンス」）を行い、当社グループの中長期的な財務基盤をより強化することを目的とし

て、①複数の金融機関を貸付人とする最大総額1,650億円（予定）の融資契約（シンジケートローン）を締結

して借入れを行うこと、並びに②外貨建普通社債を発行し、米国及びその他の海外市場において募集すること

を、それぞれ決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．融資契約の概要について 

当社は、大要、以下の条件の融資契約（以下「本融資契約」）を締結して借入れを行うことを決定しました。 

 

（１） ローンの種類  担保付シニアタームローン 

（２） 調達予定額（※）  総額1,650億円 

（３） 返済期間及び方法  ５年間の逓増分割返済 

(４) 適用利率  TIBOR ＋ マージン 3.75％ （但し、マージンは一定の財務指標

に基づき変動します。） 

(５) 契約締結日  平成23年３月下旬（予定） 

（６） 借入実行日  平成23年３月31日（予定） 

※本融資契約による調達額は、以下の場合に減額される予定です。下記２の外貨建普通社債が本融資契約に基

づく借入金額確定より前に発行される場合には、外貨建普通社債の発行手取金は、本リファイナンスの資金の

一部に充当し、本融資契約に基づく融資枠の一部を契約条件に従って減額する予定です。他方、本融資契約に

基づく借入金額の確定以降に下記２の外貨建普通社債が発行される場合には、外貨建普通社債の発行手取金を

もって、速やかに本融資契約に基づく借入の期限前返済を行うことを予定しております。その結果、本融資契

約に基づく借入残高と外貨建普通社債の発行手取金（日本円に換算）との合計額は、約1,650億円となる見込

みです。 

 

２．外貨建普通社債の発行並びに米国及びその他の海外市場における募集について 

当社は、外貨建普通社債（米ドル建普通社債及びユーロ建普通社債（又はどちらか一方））（以下「本社

債」）を発行することを決定し、本日米国及びその他の海外市場において、その募集を開始いたしました。上

記１に記載のとおり、本社債の総額は、本融資契約による調達資金と合わせて約1,650億円となる見込みで、

払込期日は平成23年３月下旬を予定しております。また、当社は、本社債に関し、通貨スワップ取引を行う

ことを検討しております。本社債の発行条件が確定しましたら、あらためてお知らせいたします。 

 

 



 

３．業績への影響 

当社の平成23年２月24日付プレスリリース「子会社（イー・モバイル株式会社）の吸収合併（簡易合併・

略式合併）に関するお知らせ」でお知らせいたしましたとおり、本リファイナンスが実行されると、イー・モ

バイルの既存の借入契約にかかる長期前払費用の未償却残高を一括して償却する必要があり、それに伴って、

非現金性の特別損失の計上が必要となります。平成23年３月31日の本リファイナンスを行う直前の当該長期

前払費用の未償却残高は、約26億円となる見込みです。 

もっとも、同プレスリリースでお知らせいたしましたとおり、当社はイー・モバイルを吸収合併することに

より、イー・モバイルの税務上の繰越欠損金を承継することを予想しており、それに伴う税効果により上記特

別損失の影響が全部又は一部相殺されることが想定されることから、現時点では平成22年５月12日に公表い

たしました平成23年３月期の連結業績予想の変更はいたしません。当該特別損失及び税効果の影響の規模が

確定し、業績予想の修正が必要となった場合は、あらためてお知らせいたします。 

 

以 上 

 

本文書は、米国における証券の募集又は売出しを構成するものではありません。1933 年米国証券法に基づい

て証券の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは

許されません。当社の証券については、1933 年米国証券法に基づいて登録を行っておりません。本文書の米

国内での配布は禁止されています。なお、本件においては、米国における証券の公募は行われません。 

 

 

 


